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第３回長崎県県庁舎整備懇話会資料 

 
県内公立学校の耐震化について  

 

１ 現状と課題 

  学校は、児童生徒が一日の大半を過ごす学習・生活の場であるとともに、

そのほとんどが地震等の非常災害時には、地域の皆さんの応急避難場所に

もなることから、学校は、安全で安心できる施設でなければなりません。 

  特に、いつ、どこででも発生する可能性がある地震に対しては、早期の

耐震化が求められていますが、学校施設の耐震化工事には多額の費用や時

間を要することから、計画的に整備を進めていくことが重要です。 

 

◇ 学校別耐震化率 
                               平成 20年 4月 1日現在 

設置者 校   種 
学校数 

（校）

対象棟数 

（棟）

耐震性確認

済棟数（棟）
耐震化率 全国順位

高 等 学 校 ６０ ５６３ ３０８ ５４.７% 32位 

特別支援学校 １５ １１４ １１０ ９６.５% 11位 県 

県 立 計 ７５ ６７７ ４１８ ６１.７% 27位 

市町 小 中 学 校 ５８３ ２,５８９ １,００６ ３８.９% 47位 

 

２ 県立学校（高等学校・特別支援学校）の取り組み 

平成７年に発生した阪神・淡路大地震を教訓に、県内で震度６程度の被

害が予想される島原半島内の高等学校や児童・生徒の避難が難しい特別支

援学校（県内全校）について、学校施設の耐震化を進めてきました。 
  また、平成１７年に発生した福岡西方沖地震では、これまで大規模な地

震が少ないとされてきた地域で地震が発生したことから、平成１８年度か

ら、すべての県立学校施設を耐震化することを目標として「県立学校耐震

化推進事業」を実施し、現在までに特別支援学校の耐震化を、ほぼ完了し

てきています。 

    しかし、平成２０年５月に発生した中国四川省大地震では、学校施設で
多くの死傷者が出たことから、学校施設の耐震化を急ぐため、平成２７年
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度の耐震化完了予定の事業を前倒し、平成２４年度までの完了を目指して

います。 

    具体的には、県立学校の全施設６７７棟のうち、耐震性が確保されてい
ない施設は、平成２０年４月現在、２５９棟となっていますが、これらに

ついて、平成２４年までに耐震診断、設計、補強工事を行い、耐震化を完

了する予定です。 

 

３ 市町立学校（小中学校）の取り組み 

  本県では大規模な地震の発生が少なく、地震に対する危機意識が低かっ

たことや、財政的な問題などにより、平成２０年４月１日現在、市町立小

中学校の耐震化率は、３８．９％（全国平均６２．３％、全国順位４７位）

で、大変遅れている状況です。 

  しかし、厳しい財政事情はあるものの、平成１９年度には、すべての市

町で学校耐震化計画を策定し、計画的に耐震化を進めているところです。

既に耐震化の推進を最重要課題として取組んで、耐震化率９０％を達成し

ている町もあります。 

なお、市町では、主に国の補助を受けて耐震化を進めていますが、国で

は、中国四川大地震、岩手・宮城内陸地震と立て続けに大規模な地震が発

生したこともあり、耐震化を加速するために、補助制度が拡充されました。 

これにより、大規模な地震で倒壊する可能性の高い施設の耐震改修工事

をする場合、市町の負担は、これまでの約３１％から、約１３％に軽減さ

れることになりました。 

 

４ 今後の対応（小中学校の耐震化の加速） 

  県では、小中学校施設の耐震化について、各市町長に直接お願いをした

ほか、市町教育委員会、防災担当部局や、財政担当部局に説明や要請を行

うなど、あらゆる機会を通じて、耐震化の促進をお願いしています。 

  また、耐震診断や耐震補強工事の設計を行う、地元設計事務所を対象と

した講習会を開催するなど、増加する業務に対応する実施体制の強化を図

り、市町が行う耐震化への支援を行います。 
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   これらの要請等の結果、各市町では、現在策定している耐震化計画を前

倒しして実施し、平成２２年度までに、施設の耐震性を調査、確認する「耐

震２次診断」をほぼ完了するとともに、文部科学省の推計では３３６棟と

されている、震度６強で倒壊する可能性が高い施設（Is 値０．３未満）を

含む５６６棟の耐震化を完了するよう、計画的な整備に取り組むこととさ

れております。 

 

 ○平成２０～２２年度市町立学校耐震化計画 

（平成２０年7月31日現在） 

計画棟数 ５６６棟 

うち Is 値 0.3 未満 ３３６棟  ※ 

H２２年度末耐震化率見込み   ６０.７％ 

                   ※文部科学省の推計値 
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県立学校耐震化計画（耐震化率推計値）
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県内小中学校市町別耐震化率
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国庫補助制度の拡充
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県教育委員会の要請・支援
（平成２０年度）

• 耐震化促進について文書発出 ４回

• 市町が出席する会議等での要請 ６回

• 県内２３市町長に直接耐震化の促進を要請

土木部と連携して市町の耐震化を支援
・設計者への講習会を実施するなど、２次診断を
実施する体制の強化を図る。
・耐震診断判定委員会の機能充実を依頼し、判
定件数の増大に対応する。
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小中学校耐震化推進のために
（県教育委員会）

◎市町への要請内容

１ 耐震２次診断を平成２１年度を目途に完了する

こと。

２ Is値０．３未満の施設について、今後３年を目途
に耐震化を完了すること。

３ 現在の耐震化計画を前倒しするとともに、耐震化

が完了する年次を明らかにすること。

４ 学校毎、施設毎の耐震化の状況を公表すること。


